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國學院大學と立川市共催の 
　　日本最初の司書教諭講習会

須　永　和　之

１．はじめに

　昭和 28年 8月 8日に学校図書館法が制定されて、翌年の昭和 29年から学

校図書館の専門的職務を掌る司書教諭の養成が開始された。国と文部省が実

施したのは教職養成課程のある国立大学2大学、東日本会場が東京学芸大

学、西日本会場が大阪学芸大学で、昭和 29 年8月に実施された。これに対

して、いわゆる第二会場として私立大学でも司書教諭講習が実施された。昭

和 29 年5月から全国に先駆けて國學院大學と立川市教育委員会（立川市教

育庁）が主に三多摩地域の教員を対象に司書教諭講習を共催した。

　國學院大學と立川市教育委員会が共催で実施した司書教諭講習は、昭和

29 年8月6日に定められた学校図書館司書教諭講習規程よりも早く開始さ

れたためか、國學院大學の校史には記述がみられたが、図書館情報学の学会・

研究会で話題に上ることもなく、関連書でも取り上げられることも少なく、

顧みられることもなかった。

　今回、國學院大學の校史・学術資産研究センターで当時の司書教諭養成講

習会参加者名簿が発見され、参加した受講者が勤務する学校が判明したこと

で、東京都三多摩地域の学校図書館の状況が明らかになった。それと同時に

司書教諭講習が抱えていた講師と開講科目の問題が浮き彫りになった。

２．学校図書館の専任教員の必要性

　昭和 20 年に太平洋戦争が終わり、日本は米国の占領下におかれた。昭和

21 年3月4日、米国から第一次教育使節団が来日し、同年4月8日、日本
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の教育改革についての報告書を発表した。昭和 22 年3月、教育基本法、学

校教育法が公布されて、同年4月から小学校と中学校の６・３制が始まった。

　この間、文部省と連合国軍総司令部のCIE（民間情報教育局）が学校図書

館の運営と活用のハンドブックとなる冊子を編集することとなり、「学校図

書館の手引」の編集委員会が発足した。昭和 23 年 12 月 15 日に『学校図書

館の手引』は文部省より発行された。『学校図書館の手引』の日本側の執筆

者について、中村百合子は東京大学教育学部図書館情報学研究室蔵の戦後図

書館情報学文書の「「学校図書館（室）運営の手引」 目次案」から、深川恒喜、

鳥生芳夫、加藤宗厚、阪本一郎らが関わったことを確認している（1）。

　『学校図書館の手引』の編集を進める過程で諸問題が発生して、その解決

のために文部大臣の諮問機関が必要とされ、昭和 23 年7月に「学校図書館

協議会」が発足した。委員は次のとおりで河井博が委員長、鳥生芳夫が副委

員長になった（2）。

　秋岡五郎（都立深川図書館）、荒井積子（北多摩郡東村山中学校）、有山崧

（日本図書館協会）石井正（都立第九高校）、石井キクノ（都立第三女子高校）、

緒方富雄（東京大学）、落合矯一（都立第九高校）、片岡並男（板橋区赤塚小

学校）、勝田道（精華中学校）、河井博（東京大学）、柄沢日出雄（慶應義塾

大学）、木村清（港区南山小学校）、久米井束（港区氷川小学校）、阪本一郎（東

京第一師範）、佐藤真（千葉興風会図書館）、佐野友彦（世田谷区梅丘中学校）、

椎野正之（都立日本橋高校）、田中不二雄（日教組）、鳥生芳夫（板橋区上板

橋第一中学校）、滑川道夫（成蹊小学校）、中山敏男（目黒区油面小学校）、

加藤宗厚（上野図書館）、野村正二（日本出版協会）、稲鎌忠恕（日本出版協

会）、松尾弥太郎（目黒区緑が丘小学校）、松本賢治（神奈川師範）、深山隆（江

東区深川第三中学校）、八並誠一（千代田区立西神田小学校）、茂木袈裟雄（葛

飾区第二中学校）、森清（上野図書館）、渡辺正（東京第一師範付属小）（筆

者注：下線を引いた人は、國學院大學と立川市共催の司書教諭講習で講師を

務めた。）

　この委員会は総会7回、小委員会 16回を開き、昭和 24年7月の総会で「学
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校図書館基準」を決議し、同年8月5日に文部大臣へ次の建議書（3）を添え

て上申した。

　　　建議（文部大臣宛）

　　　学校図書館協議会委員長　河井 博

　　　昭和二十四年八月五日

　　一�、学校長教職員及び司書教諭に対して、学校図書館についての理解と

技術の普及を図ること。

　　一�、司書教諭の職制を確立し、その免許制度を設置すること。

　　一�、教員養成大学に図書館学の講座を設けること。　

　昭和 24 年、文部省主催の学校図書館講習協議会が東日本会場・千葉県鴨

川町長狭高校、西日本会場・奈良県天理市天理図書館で開催されて、東西の

両会場でそれぞれ文部大臣あての要請書が決議された。東日本学校図書館講

習協議会の要請書（その一）（4）には、以下のように現職教員の「学校司書」

の養成と講習会の早急な実施が求められた。

　　一、学校図書館の費用を国庫支弁すること。

　　二、学校図書館に専任司書をおくこと。

　　三、学校図書館設置基準を法制化すること。

　　四、学校司書を養成すること。

　　　　イ、教員養成機関に図書館講座を必須単位として履修せしむること。

　　　　ロ、現職教員を司書とするため、早急な講習会を開くこと。

　　昭和二十四年二月十七日

　　　　東日本学校図書館講習協議会参加者一同

　　文部大臣　高瀬荘太郎殿

　西日本学校図書館講習協議会の要請書（その二）（5）には、以下のように

さらに具体的な「専任司書並びに事務員」の設置、現職教員の「学校司書」

の養成と「必要にして充分な」講習会のさらなる緊急な実施が求められた。

　　一、学校図書館の費用を公費支弁とし、その画期的増額をなすこと。

　　二、学校図書館に専任司書並びに事務員をおくこと。

(3) 326

21-12-352_298_須永和之様.indd   321-12-352_298_須永和之様.indd   3 2022/02/28   8:44:442022/02/28   8:44:44



國學院大學と立川市共催の日本最初の司書教諭講習会

　　三、学校司書を養成すること。

　　　　イ、教員養成機関に図書館講座を必須単位として履修せしむること。

　　　　ロ�、現職教員を司書とするため必要にして充分な講習会を緊急に開

くこと。

　　四、学校図書館設置基準を法律化すること。

　　昭和二十四年三月四日

　　　　西日本学校図書館講習協議会参加者一同

　　文部大臣　高瀬荘太郎殿　

　その後も昭和 24年3月 26 日に日教組から同様の「要望書」が文部大臣に

提出された。昭和 25年 2月 27 日、全国学校図書館協議会が結成されて、2

月 28 日から3月1日まで全国大会が開催された。全国大会の最終日の3月

1日には参加者一同の名で「要請書」（6）が文部大臣、大蔵大臣、衆・参両

院議長に提出された。

　　学校図書館充実に関する要請書　　昭和二十五年三月一日

　　　　　全国学校図書館協議会会長　久米井 束

　　　　　全国学校図書館協議会結成大会　参加者一同

　　　一、学校図書館基準を法制化すること。

　　　一、専任司書並びに事務助手をおくこと。

　　　　１�、専任司書は最低一人、児童生徒一千人を超える場合、更に一名

を加える。

　　　　２、専任助手は、児童生徒五百人につき一人。

　　　一、司書教諭を養成すること。

　　　　１、教員養成機関に図書館学講座を必修単位として履修させること。

　　　　２、現職教員を司書とするため早急な講習会を開くこと。　

　ここで掲げた文部省、大蔵省、衆・参両院議長へ提出された「要請書」「要

望書」では、「現職の教員を司書とする」講習会を開くことが求められている。

また「学校司書」「専任司書」「事務員」「事務助手」とさまざまな呼称の専任・

専門職員を置くことが求められている。学校図書館を担当する専門・専任教
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員と、事務職員について、学校図書館法制定まで区別する用語が定着するこ

とはなかった。

　昭和 25年4月 30 日、公立・私立図書館に関する図書館法が制定・公布さ

れ、公立・私立図書館の専門職員として「司書」が規定されると、「司書教諭」

の養成が意識されるようになった。

　昭和 26 年6月6日から8日まで京都で開催された全国学校図書館協議会

の第二回全国研究大会では「公共図書館のものまねに終始する学校図書館で

はなく、あくまで学校教育の立場において独自の道をきり拓こうという方向

に」研究の基礎が据えられた。

　大会3日目に文部省、大蔵省、衆・参両院議長あてに提出された要請書（7）

には、次のように「司書教諭」の養成が求められている。

　　要請書

　　�学校図書館の設備充実は、わが国教育の成否に関する重要事であること

を思い、さきに

　　一、学校図書館の経費を公費支弁とすること。

　　二、学校図書館基準を法制化すること。

　　三、専任司書教諭ならびに専任事務助手をおくこと。

　　　　１�、専任司書教諭は最低一人、児童生徒一千人を越える場合に一名

を加える。

　　　　２、専任助手は、児童生徒五百人につき一人おくこと。

　　四、司書教諭を養成すること。

　　　　１、教員養成機関に図書館学講座を必修単位として履修させること。

　　　　２、現職教員を司書教諭とするため早急な講習会を開くこと。

　　　　３、通信教育による司書教諭養成の方策を考慮されたいこと。

　　五、学校図書館の経営を能率化するため印刷カードの配布をすること。

　　六、図書館用品を教育用品として免税とすること。

　　七、教育委員会に学校図書館係の専任指導主事をおくこと。

　　　昭和二十六年六月九日
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　　　　　　全国学校図書館協議会会長　久米井 束

　　　　　　第二回全国研究大会参加者一同

　こうして現職教員を司書教諭とする講習会の必要性が見出されてきた。

３．学校図書館法制定と司書教諭講習

　昭和 28 年８月８日学校図書館法（法律第 185 号）は議員立法によって成

立し、公布された。

　　学校図書館法

　　（司書教諭）

　　第�５条　学校には、学校図書館の専門的職務を掌らせるため、司書教諭

をおかなければならない。

　　２�　前項の司書教諭は、教諭をもって充てる。この場合において、当該

教諭は、司書教諭の講習を修了した者でなければならない。

　　３�　前項に規定する司書教諭の講習は大学が文部大臣の委嘱を受けて行

う。

　　４�　前項に規定するものを除く外、司書教諭の講習に関し、履修すべき

科目及び単位その他必要な事項は、文部省令で定める。

　学校図書館法の翌年の昭和 29 年8月6日に学校図書館司書教諭講習規程

（以下、講習規程）を文部省令として定めた。

表1．司書教諭講習規程科目の単位数と免除および読み替え規程（8）

科目名
単
位
数

司書講習科目との読
み替え（附則３）

経験 2年での
免除（附則５）

経験 4年での
免除（附則５）

学校図書館通論 １ ― 有 有
学校図書館の管理
と運用 １ 図書館実務及び

図書館運用法 有 有

図書の選択 １ 図書選択法 有 有
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図書の整理 ２ 図書目録法及び
図書分類法 ― ―

図書以外の資料の
利用 １ 視聴覚資料 ― 有

児童生徒の読書活
動 １ 児童に対する

図書館奉仕 有 有

学校図書館の利用
指導 １ ― ― 有

　昭和 29 年の講習規程によると、上記のように学校図書館での経験が2年

であれば4科目免除されて３科目（「図書の整理」「図書以外の資料の利用」

「学校図書館の利用指導」）の受講、経験が4年であれば６科目免除されて１

科目（「図書の整理」）の受講で司書教諭資格が取得できた。

　昭和 29 年度の司書教諭講習は国立大学で教員養成課程がある大学で実施

された。第1回司書教諭講習は東京会場として東京学芸大学、大阪会場とし

て大阪学芸大学（現在の大阪教育大学）で開始された。開講期間は8月 15

日から 31 日であった。最終的な講習受講者は東京会場で 633 名、大阪会場

では 284 名であった。司書教諭講習修了証交付数は東京学芸大学で 621、大

阪学芸大学では 273 であった。

表２．第1回司書教諭講習実施カリキュラムおよび講師（9）

東京学芸大学 大阪学芸大学（現在、大阪教育大学）
科目名 講師 科目名 講師

図書以外の資
料の活用

深川恒喜（文部事務
官）、浦田武夫（東京
大学講師）

学校図書館通
論及び管理運
用

三輪計雄（大阪学大
助教授）、芝野庄太郎
（同上）

学校図書館の
利用指導

阪本一郎（東京学大
教授）、渡辺正（東京
学大附属小）、新国重
人（同上）

図書の選択
竹林熊彦（天理大学
講師）、酒井忠雄（大
阪学大助教授）
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図書館整理

後藤純郎（日本大学
文学部講師）、鈴木英
二（船橋高校教諭）、
藤川正信（慶應大学
図書館学校講師）

図書の整理と
図書以外の資
料

仙田正雄（天理大教
授）、尾原淳夫（大阪
市指導主事）、木寺清
一（大阪府立図書館
司書部長）、三輪計雄
（大阪学大助教授）
助手［として］、肥塚
篤次（大阪学大附属
図書館）、有本直三（同
上）

読書指導と図
書館教育

西脇英逸（大阪学大
教授）、岸本末彦（同
上）、彌吉菅一（大阪
学大助教授）、酒井忠
雄（同上）、芝野庄太
郎（同上）、尾原淳夫
（大阪市指導主事）

　昭和 30年度の司書教諭講習は 14の国立大学で7月から8月の夏季に実施

された。講習期間は 15日から 17日であった。講習期間が約２週間だったこ

とから、講習規程の経験年数による免除科目を除いて、講習科目は２科目あ

るいは３科目だったと考えられる。

表３．昭和30年度司書教諭講習の実施大学・講習期間・受講者数（10）

実施大学名 講習期間 受講者数
北海道学芸大学 8月 8日～ 8月 26 日 約 100 名
東北大学 8月 10 日～ 8月 28 日 同上
千葉大学 7月 25 日～ 8月 11 日 同上
東京学芸大学 8月 8日～ 8月 23 日 同上
横浜国立大学 7月 18 日～ 8月 10 日 同上
新潟大学 7月 25 日～ 8月 10 日 同上
新潟大学高田分校 7月 25 日～ 8月 10 日 同上
福井大学 7月 31 日～ 8月 15 日 同上

(8)321

21-12-352_298_須永和之様.indd   821-12-352_298_須永和之様.indd   8 2022/02/28   8:44:442022/02/28   8:44:44



信州大学 7月 25 日～ 8月 9日 同上
愛知学芸大学 8月 1日～ 8月 18 日 同上
京都学芸大学 7月 23 日～ 8月 15 日 同上
山口大学 8月 6日～ 8月 24 日 同上
香川大学 8月 1日～ 8月 20 日 同上
九州大学 7月 25 日～ 8月 11 日 同上
宮崎大学 8月 1日～ 8月 27 日 同上

　一方、私立大学でも司書教諭講習が昭和 29年度と昭和 30年度に実施され

た。昭和 29年度は國學院大學と東洋大学、昭和 30年度は東洋大学、鶴見短

期大学、専修大学、愛知学院大学、関西大学、京都女子大学等が司書教諭講

習を実施した（11）。昭和 29 年に東洋大学は司書・司書補講習を継続実施（4

月より1期６ヵ月）した（12）。司書・司書補講習は司書教諭講習とは異なるが、

一部の科目が読み替え科目となっている。『学校図書館速報版』によれば、

東洋大学は昭和 29 年８月に関東・東北３会場（石岡、仙台、弘前）、同年 9

月から東京会場（東洋大学）、同年 12月から翌年２月まで関東・東北６会場

（弘前、仙台、水戸、宇都宮、佐野、東京）で司書教諭講習を開催した（13）。

４．東京都の学校図書館の状況

　学校図書館法制定前の東京都の学校図書館を概観する。

　『東京都の教育　昭和 27年年報』によれば、昭和 27年7月 31 日現在の調

査で回答のあった学校の報告書に基づく分析が掲載されている。未回答の学

校が相当あるため、項目に変更があるとする（14）。

　設備と蔵書の点で高校と小中学校では「格段の相違がある」という叙述が

見られる。高校の場合は新設または戦災学校を除けば、図書館または図書室

もあり、蔵書量も相当にあるが、小中学校は十分とは言えない状況であった。

小中学校の場合、旧市地域（明治 22年から昭和 18年までの東京市）で戦災

を受けなかった地域、復興が早かった地域、区市町村あるいは PTAの協力

が高い地域は整備状況が優れているとして、区部では千代田区、中央区、港
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区、台東区、豊島区、中野区は良好で、三多摩では武蔵野市、青梅市、三鷹

市、小金井市は「相当充実」しているとする。

　高等学校115校の内、97校から回答があり、学校図書館の未設置校は10校、

図書館を有する学校は 8校、図書館に準ずる図書室を有する学校は 11 校、

その他は68校であった。蔵書は生徒1人当り蔵書数の平均は3冊、フィルム、

スライド、レコード等を多く持っている学校は8校であった。職員は専任（司

書教諭）を置く学校は1校、専任事務員を置く学校は 50 校（手当は年１人

に５～７万円）、２人の事務員を置く学校は３校であった。回答のあった都

立の高等学校では、ほぼ半数近くの学校に専任の事務職員が置かれていた。

表4�．中学校の集計　370校中、回答のあった217校の集計（昭27年 7月31日現在）

区名・郡名 図書館（室）
がある場合

生徒一人当た
りの冊数 専任司書か兼任か

練馬 50％ 2.0 兼任
杉並 50％ 2.0 兼任
豊島 65％ 2.0 弱 専任事務員（大塚中）
文京 65％ 2.0 兼任
北 50％ 1.0 兼任
板橋 80％ 1.2 兼任
足立 60％ 1.0 兼任
荒川 35％ 0.7 事務（十一中）
葛飾 50％ 1.0 兼任
江戸川 20％ 0.7 兼任
墨田 55％ 1.0 兼任
江東 50％ 1.0 兼任
千代田 90％ 2.0 事務（今川中）
品川 65％ 1.5 兼任
中央 50％ 1.5 兼任
中野 80％ 1.0 兼任
世田谷 50％ 1.5 事務（千歳）
台東 90％ 1.5 兼任
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港 50％ 1.5 兼任
大田 50％ 1.0 兼任
目黒 50％ 1.5 兼任
新宿 70％ 1.5 事務（四谷二中）
渋谷 60％ 1.0 兼任
西多摩 50％ 2.0 事務（西多摩中）
北多摩 50％ 1.8 兼任
南多摩 50％ 1.5 兼任

表5�．小学校の集計　730校中　回答校454校の集計（昭和 27年7月 31日現在）

区名・郡名 図書館（室）
がある場合

児童一人当た
りの冊数 専任司書か兼任か

中野 30% 0.8（専）啓明、野方、江古田
豊島 60% 1（専）椎名町、長崎、駒込
文京 50% 0.8 兼任
北 20% 0.4（専）赤羽
千代田 90% 1.5 兼任
中央 45% 0.8（専）久松、城東

港 70% 1.5（専）氷川、赤羽、白金、麻布、青南
台東 80% 1.0（専）柳北、田原
品川 10% 0.5 兼任
大田 50% 0.5（専）矢口東、調布、大塚
目黒 70% 0.8（専）向原、緑が丘
世田谷 45% 0.8 兼任
渋谷 50% 0.7 PTA西原
新宿 45% 0.7 四谷五
練馬 50% 0.8 兼任

杉並 70% 0.6（専）杉並二、三、四、五、高井戸
板橋 20% 0.6 兼任
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江東 50% 0.7 兼任
墨田 50% 0.3 兼任
荒川 20% 0.5 兼任
江戸川 10% 0.4 兼任
足立 50% 0.4（専）弘道
葛飾 40% 0.3 兼任
北多摩 50% 1.0（専）三鷹三、武三、西砂川
西多摩 70% 1.8 兼任
南多摩 30% 0.7（専）鶴川

　千代田区は小中学校での学校図書館の設置率 90％と高く、台東区も学校

図書館の設置率は中学校で 90％、小学校で 80％と高い。江戸川区は小中学

校の学校図書館の設置率がきわめて低い。ばらつきは見られるが、学校図書

館の設置 50％前後の区が多くみられる。それに対して三多摩地域は中学校

での学校図書館の設置率は 50％、小学校での学校図書館の設置率は北多摩

で 50％、西多摩で 70％、南多摩で 30％であった。あくまでも回答のあった

学校の集計であり、学校図書館が無かった学校でも、廊下に書架を配置して

図書を並べる、学級文庫を設置するという工夫をしているところもあったと

考えられる。

５．國學院大學と立川市共催の司書教諭講習

　昭和 29（1954）年5月8日から8月 20 日まで國學院大學と立川市教育委

員会（参加者名簿には「立川市教育庁」とあった）との共催で「司書教諭養

成講習会」が立川市第一小学校で実施された。国立大学の東京学芸大学、大

阪学芸大学が同年の8月 15日から8月 31日に、東洋大学が石岡、仙台、弘

前で同年 8月に、東京で同年 9月から、司書教諭講習を開始したことから、

國學院大學と立川市の司書教諭講習は日本で最初の司書教諭講習であったこ

とがわかる。
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　東京学芸大学、大阪学芸大学が夏季休業期間、いわゆる学校の夏休み中に

行っていたが、國學院大學と立川市教育委員会の講習は5月8日から始まっ

ている。昭和 29 年5月8日は土曜日であったことから、夏季休業期間以外

は土曜日に開講されていたことと考えられる。

　参加者名簿では、講師は以下の 10名であった。

　　藤井貞文　　国学院大学教授　文学博士　上野図書館員

　　佐野大和　　国学院大学司書

　　彌吉光長　　上野図書館整理課長

　　森　清　　　上野図書館整理課　国立国会図書館司書

　　服部金太郎　文部省図書館　職員養成所教官

　　小川　昻　　日本放送協会ラジオ局　音楽部資料課長

　　柿沼　介　　国立国会図書館　図書館学資料室

　　樋口清之　　国学院大学教授　大学図書館館長

　　落合矯一　　都立新宿高校長

　　滑川道夫　　成蹊小学校主事

　『國學院大學百年史下巻』によれば、それぞれの担当科目は「本学教授藤

井貞文（図書館通論）、同樋口清之（郷土資料）、本学図書館司書佐野大和（図

書館利用指導法・学校図書館実務）、国会図書館司書弥吉光長（図書選択法）、

同森清（図書分類法）、同柿沼介（特殊資料）、図書館職員養成所教官服部金

太郎（図書目録法）、NHK資料部長小川昻（レコードの整理）、成蹊学園教

育研究所滑川道夫（読書指導）、都立新宿高校長落合矯一（視聴覚資料）」（15）

であった。

　國學院大學と立川市の司書教諭講習会の講師 10 名のうち、藤井貞文、弥

吉（彌吉）光長、森清、服部金太郎、柿沼介の５名が国立国会図書館、上野

図書館、文部省図書館の職員・経験者であり、図書館学の知識、技術を教授

する点でも国立大学の2会場と比べて遜色なかったと思われる。前述したよ

うに、落合矯一、滑川道夫、森清は、昭和 23 年『学校図書館の手引』の編

集に際して諸問題を検討にあたった文部大臣の諮問機関だった学校図書館協
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議会の委員であった。森清（もり・きよし）は日本十進分類法の考案者であ

り、服部金太郎は図書館職員養成所の教官であった。当時、日本放送協会

（NHK）の音楽部資料課長であった小川昻は音楽資料に関する図書館職員と

しては先駆的であり、学校図書館法第2条に示された「視覚聴覚資料」、す

なわち図書以外の資料に関する教授者として最適任者であったと考えられ

る。講習会当時、成蹊小学校主事であった滑川道夫は、後に東京成徳短期大

学教授、東京教育大学教授を歴任して、国語教育、児童文化を研究した。読

書指導の第一線の研究者であり、実践家であった。

　昭和 28 年8月の学校図書館法制定直後に、全国学校図書館協議会は司書

教諭講習の科目案を示していた。当時の文部省は参議院文教委員会で科目の

単位数を４～８単位程度と示していたが、全国学校図書館協議会は８～ 12

単位を主張していた。わずか４単位で司書教諭の資格が取得できるのはあり

えないとして、妥協案として８～ 10 単位を示していた。想定する科目とし

て 10科目を提示した（16）。

　昭和 29 年8月に実施された東京学芸大学の講義科目が「図書以外の資料

の活用」「学校図書館の利用指導」「図書館整理」の3科目、大阪学芸大学の

講義科目が「学校図書館通論」「図書の選択」「図書の整理と図書以外の資料」

「読書指導と図書館教育」の4科目であったことから、國學院大學と立川市

教育委員会では 11 科目を開講しており、現時点では実際の講義内容は全く

分からないが、国立大学2大学の講習とは違って科目数は多く、かなり充実

した講習であったと考えられる。

表6．昭和29年の司書教諭講習科目の対照表
全国学校図書館
協議会案

國學院大學・立
川市教育委員会

学校図書館司書
教諭講習規程

東京学芸大学 大阪学芸大学

学校図書館概論 図書館通論 学校図書館通論 学校図書館通論
及び管理運用

学校図書館実務 学校図書館実務 学校図書館の管
理と運用
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図書館資料
（選択も含めて）

図書選択法 図書の選択 図書の選択

分類 図書分類法 図書の整理 図書館整理 図書の整理と図
書以外の資料目録 図書目録法

郷土資料 図書以外の資料
の利用

図書以外の資料
の活用特殊資料

視聴覚資料 レコードの整理
視聴覚資料

読書指導（読書
心理を含めて）

読書指導 児童生徒の読書
活動

読書指導と図書
館教育

図書館教育 図書館利用指導
法

学校図書館の利
用指導

学校図書館の利
用指導

青少年文献
学校図書館施設

　『國學院大學百年史下巻』には司書教諭講習会の参加者は 156 名とあるが、

今回発見された参加者名簿（昭和 29年8月 20 日）によれば墨で消された参

加者が 3名いたので、講習会最終日まで参加したのは 153 名であったと考え

られる。

　参加した 153 名のうち、氏名から性別が分かる者 149 人を抽出して判別し

た結果、35 名（約 22.9％）が女性で 114 名が男性（約 74.5％）だった。女

性に対して男性が約 3倍だった。

　『國學院大學百年史下巻』には「三多摩（西多摩・北多摩・南多摩郡）地

区の小・中・高等学校の教員の国語科・社会科の教員」とあるが、区部の学

校の教員も参加していた。また、参加者名簿には参加者の住所が記載され、

三多摩地域の学校に勤務する山梨県、埼玉県、神奈川県に居住する教員も参

加していた。153名の中には所属する学校が記載されていない者が1名いる。

退職者か、教員免許を修得して就職を希望していた者かは不明である。

　校種別の参加者数は、小学校 103 名、中学校 42 名、高等学校６名、私立

の中高一貫校（武蔵野女子学院中学校・高等学校、現在の武蔵野大学中学校・

高校）1名であった。

　参加者名簿には担当する教科の記載はなく、校史に「国語科・社会科」と

(15) 314

21-12-352_298_須永和之様.indd   1521-12-352_298_須永和之様.indd   15 2022/02/28   8:44:442022/02/28   8:44:44



國學院大學と立川市共催の日本最初の司書教諭講習会

あっても不明である。小学校の教員が圧倒的に多く、全教科を担当すること

から、中学校と高等学校の教員には国語科と社会科の教員が多くいたであろ

うと推測される。

　参加者名簿から判明した所属する学校（公立の小学校と中学校）の所在地

別の参加者数は表7に示した。現在、特別区の杉並区、中野区は、明治時代

に東多摩郡であり、明治 29 年に東多摩郡と南豊島郡が合併して豊多摩郡と

なり、昭和7年に東京市に編成されて区となったので、歴史的経緯から多摩

地域と考えられていたと推測される。もっとも杉並区と中野区は三多摩地域

に近接する。また千代田区の中学校教員は武蔵野市に居住していたことから、

この司書教諭講習会に参加したと考えられる。表7は同じ学校から複数名参

加した例もあるので、学校数ではないことを断っておく。

表7．國學院大學・立川市教育委員会の参加者の学校所在地・校種別の人数

区市郡 現在 当時 参加者数合計 小学校 中学校

区
千代田区 千代田区 1 1
杉並区 杉並区 5 5
中野区 中野区 2 2

市

昭島市 昭島市 4 4
立川市 立川市 13 9 4
武蔵野市 武蔵野市 2 2
青梅市 青梅市 9 7 2
八王子市 八王子市 22 13 9
府中市 府中市 9 6 3

北多摩郡

小金井市 小金井町 1 1
国分寺市 国分寺町 3 2 1
小平市 小平町 6 6
立川市 砂川町 2 2

調布市
神代町 1 1
調布町 4 3 1
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北多摩郡
西東京市 保谷町 2 2
東村山市 東村山町 2 2
武蔵村山市 村山町 2 1

南多摩郡

稲城市 稲城村 2 2
多摩市 多摩村 1 1

日野市
日野町 6 4 2
七生村 2 2

町田市
町田町 2 2
忠生村 1 1
堺村 2 2

八王子市

恩方村 3 2 1
横山村 2 1 1
元八王子村 3 2 1
浅川町 1 1
川口村 2 2
由井村 2 1 1
由木村 1 1

西多摩郡

あきる野市
←五日市町
秋川市

五日市町 2 1 1
戸倉村 2 1 1
増戸村 1 1
西秋留村 1 1
東秋留村 1 1

奥多摩町 古里村 1 1
羽村市 西多摩村 1 1
日の出町 日の出町 1 1
檜原村 檜原村 1 1
福生市 福生町 4 3 1
瑞穂町 瑞穂町 4 3 1

青梅市
三田村 2 1 1
吉野村 2 1 1

＊私立 3 2 1
　合計 　 146 103 43
＊�私立学校は国立学園小学校 1名、国立音楽大学付属小学校 1名、武蔵野女学院 1
名
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　参加者の中で当時の八王子市の小中学校の教員が 22 名と最も多く、昭和

30 年代の市町村合併、いわゆる昭和の大合併で八王子市に編成された町村

からの参加者 14名を含めると 36名にもなる。次に多いのは主催地であった

立川市の小中学校の教員 13 名で、やはり昭和の市町村合併で立川市に編成

された砂川町の小学校教員2名を含めると 15 名であった。市では青梅市と

府中市がそれぞれ9名、町では小平町と日野町（現在の小平市と日野市）が

それぞれ6名の参加があった。人数が少ないが、とりわけ西多摩郡の町村か

ら参加者がいたことを考えると司書教諭の資格取得への要求が高かったこと

がうかがえる。

　学校図書館法が制定された昭和 28 年は町村合併促進法が制定されて、い

わゆる昭和の市町村大合併が始まった年である。

昭和の大合併は、この新しい役割に対応できる市町村を作り上げるため

に行われたものである。特に、市町村にとっては、中学校の運営が大き

な負担となった。そのため、中学校の設置・管理を効率的に行うために

必要とされた人口規模である約 8,000 人以上を標準として、全国的に市

町村の合併が進められたのである。

　昭和の大合併は、特別法を制定して行われた。すなわち、1953 年に

町村合併促進法が制定され、1953 年から 1956 年の3年間で集中的に合

併が行われた。そして、その間に合併できなかった町村に対して、1956

年制定の新市町村建設促進法に基づき、さらに 1956 年から 1962 年に

かけて合併が進められたからである（17）。

　日本全国で昭和 28（1953）年に 9,868 あった市町村は、町村合併促進法が

失効した昭和 31（1956）年に 3,975、新市町村建設促進法の合併促進規定が

失効した昭和 36（1961）年に 3,472 と3分の１となった。市町村合併で新し

く開校する小学校、義務教育となった新制の中学校で学校図書館を担当する

司書教諭が必要となることが想定されて、講習会での養成が急務とされたこ

ともある。

　なお、國學院大學は司書教諭講習会に先立つ昭和 26 年には東京都の斡旋
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で立川市教育委員会の協賛により、都下の五市三郡を対象に校長講習会（会

場、立川市立第二中学校）を開催した（18）。講師は馬場四郎（教育社会学社

会教育）、友田不二夫（教育評価）、清原道壽（教育指導学校衛生）、江橋慎

四郎（学校財政）、青木孝頼（学校評価）、佐野大和（図書館法規）の諸氏が

担当、翌 27 年4月同講習会（会場立川市立柴崎小学校）を開催し、五百名

を超える盛況であった。昭和 27 年の講習会で同じ科目が開講されたかは判

然としないが、昭和 26 年の校長講習会では、國學院大學図書館司書の佐野

大和氏が「図書館法規」を担当していることから、すでに司書教諭講習会を

念頭において実施したことが考えられる。國學院大學と立川市教育委員会は

校長講習会を通じて繋がりを持っていた。

６．司書教諭講習の問題点

　前述したように昭和 29 年に実施された国立大学の司書教諭講習は、講習

規程の経験年数による免除科目を踏まえて、東京学芸大学が3科目、大阪学

芸大学が4科目であった。昭和 30 年に実施された国立大学の司書教諭講習

は約2週間だったことから、免除科目を除いた2～4科目の講習科目だった

と考えられる。國學院大學と立川市共催で行った司書教諭講習会は 11 科目

で、講習規程の「図書以外の資料の利用」については「郷土資料」「特殊資料」

「レコードの整理」「視聴覚資料」と4科目に拡充されたが、講習規程の7科

目に対応して実施された。

　各科目の講習内容は講習責任者である実施大学が決定するが、当時の大学

では学校図書館に関する研究が行われてこなかったことから、昭和 29 年に

国立2大学で司書教諭講習を実施した結果、二つの反省点が見出された（19）。

a　あまりにも、講師により講義の内容が異なり、内容の統一にかくう

らみがある。　　－講義内容の不統一

b　あまりにも現実から遊離された講義で、実際の学校図書館運営に役

立たないきらいがある。－講師の選定

　昭和 29年に東京と大阪の国立2大学で行われた司書教諭講習の反省から、

(19) 310
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日本教育大学協会第二部図書館学部会では全国の大学に照会して講義要綱に

関する意見を求めて編集して、昭和 30 年7月に全国学校図書館協議会から

『学校図書館司書教諭講習講義要綱試案』が刊行された。また翌年の昭和 31

年6月には『学校図書館司書教諭講習講義要綱改訂試案』が出版された。ど

ちらもA5判の 100 ページに満たない小冊子で、講習規程に基づく7科目の

講義内容が示されている。講習規程に7科目が示されたにもかかわらず、3

科目、4科目のみの開講で受講者の不満が募ったと考えられる。

　講師の選定に関しては、今日でも非公式であるが頻繁に話題になる。司書

教諭講習では専門外の講師が担当する場合が少なくない。教職課程を担当す

る大学教員が図書館情報学の研究経験がないにもかかわらず司書経教諭講習

の講師を担当する場合、図書館情報学の研究経験、つまりは図書館情報学に

関する論文を作成した実績があるにせよ、学校図書館については専門外で講

師を担当する場合もあり、きわめて悩ましい問題である。大学が多く集中す

る首都圏、名古屋、大阪、京都などの大都市であれば、講師を依頼できるが、

地方都市の大学では学校図書館を専門とする講師の依頼が困難である。

　國學院大學と立川市共催の司書教諭講習では、講師 10 名のうち、5名が

国立国会図書館（上野図書館、文部省図書館を含む）の職員（または経験者）

で、小川昻は日本放送協会の音楽部資料課長で音楽資料の専門家と、図書館

の実務経験と学識を兼ね備えていた。また森清、落合矯一、滑川道夫の3名

は「学校図書館の手引」の検討を行った「学校図書館協議会」の委員でもあっ

た。國學院大學と立川市共催の司書教諭講習の受講者の反応は残っていない

ので想像するしかないが、少なくとも科目数は講習規程の7科目を充足し

て、学校図書館の専門家ばかりとは言い難いが、図書館の実務経験が豊富で

図書館学に関しての研究歴のある講師が多かったことから、厳しい意見は少

なかったかと思われる。

　國學院大學と立川市共催の司書教諭講習の講習科目が講習規程の7科目

を充足していたことは、学校図書館の経験年数が2年ないしは4年に満たな

い参加者にとって好条件であったと考えられる。受講期間が5月から8月と
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およそ三カ月余りだったが、時間を惜しんで参加しても、学校図書館での経

験年数が満たないために必要な単位数と資格が取得できなかったのでは元も

子もない。

　昭和 20 年太平洋戦争の終戦から９年近く経ったとしても、戦火の傷跡は

残っており、昭和 27 年の時点でも学校の校舎の修復に追われる地域が東京

都には残っていた。三多摩地域の小中学校には学校図書館を設置していない

学校が半数近くもあったので、学校図書館での経験を積もうにも積むことは

できなかったと考えられる。文部省が行った悉皆統計（昭和 29年 10 月5日

現在）の学校図書館の設置率は以下である。東京都は全国の設置率よりも上

回っていた事が分かるが、それでも小学校では約 30％、中学校では約 20％

の学校に学校図書館が無かった。

表8．学校図書館の設置率（20）

区分 小学校 中学校 設置率
学校総数 設置校数 学校総数 設置校数 小学校 中学校

総数 26,590 15,960 12,985 9,112 60.0 70.3
東京 923 648 399 329 70.9 82.5

　主任者の勤務状況（これも昭和 29 年に文部省が行った悉皆統計と考えら

れる）で、専任者は全体の学校を合わせて 464 人にすぎず、40,408 人の

99％が兼任者であった（21）。主任者の経験年数については表９に示した。

表9．主任者の経験年数

経験年数 小学校 中学校 高校（公立）
2年未満 63％ 54％ 43％
4年以上 13％ 19％ 29％

　2年未満の者が相当数いることを考えると、国立2大学で行っている司書

教諭講習では受講して資格を取得できる対象者が限られる。國學院大學と立

川市共催の司書教諭講習であれば、経験年数が2年未満であっても、また学
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校図書館が未設置であっても、講習規程で定められた単位数を充足して取得

できるので、三多摩地域の受講者にとっては僥倖といっても言い過ぎではな

かったと思う。

　講習会場が立川市立第一小学校であったことは、三多摩地域の参加者に

とって好都合だった。立川駅には当時、国鉄の中央線が通っており、青梅線

とその支線の五日市線、南武線の始発駅だった。また、北多摩地域からはバ

ス路線が充実しており、今日においても三多摩地域の交通の要衝である。中

央線で八王子方面の参加者が、青梅線と五日市線で青梅市・西多摩郡方面の

参加者、南武線で府中方面の参加者が通いやすかったと考えられる。

　國學院大學と立川市共催の司書教諭講習は、文部大臣の委嘱がなされてい

ないまま実施された。東洋大学をはじめとした私立大学での司書教諭講習は、

文部大臣からの委嘱を受けた国立大学の第二会場として実施されたが、委嘱

された大学の認定により文部省に報告された（22）。そのため、全国学校図書

館協議会へ国立大学と私立大学開催の司書教諭講習の違いについての問い合

わせがあった。これらの質問に対する回答として『学校図書館速報版』では

次のように説明された。「別に講義内容、修了後の資格に変わりはありません。

国立大の場合は文部省の委嘱による（学図法第5条）の場合が多く、4単位

講習（8単位中）が主で、私立は規程付則2項によつています。」（23）

　「規程付則2項」とは講習規程の附則２項（24）であり、以下の内容であった。

　　�２　文部大臣は、受講者のうち、この省令施行の日までに又は施行日以

降に大学（文部省設置法（昭和二十四年法律第百四十六号）附則第十一

項に規定する図書館職員養成所を含む。）において、第三条に規定する

講習科目の単位に相当する単位等を修得した者については、当該単位等

に相当する同条に規定する講習の科目の単位を修得したものとすること

ができる。

　國學院大學と立川市共催の司書教諭講習は、この省令、つまりは講習規程

の施行日の昭和 29 年8月6日よりも前の5月8日から開始されたが、8月

20日に終了したので、規程付則2項によって受講者の単位は認められた。
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７．東京都の学校図書館の変化

　『東京都の教育　昭和 30年版』（25）によれば、昭和 28年に学校図書館法が

制定されて、学校図書館の設置が義務となり、法のあるなしにかかわらず、

図書館の設置が盛んになり、昭和 29年の時点で都内のすべての公立小、中、

高校で 100％に近い学校図書館の設置があったと叙述されている。しかしな

がら、「図書館といつても、千差万別であつて、70 坪もある広大な独立図書

館もあれば、音楽室と併用という姿もあり、更には廊下に戸棚１箇という姿

もみることができる。」とあり、施設の規模に多様性が見られた。

　『東京都の教育　昭和 30年版』には学校図書館の担当者についての調査結

果が示されている。

表10．東京都の学校図書館の担当者（26）

区分 小学校 中学校 都立高校
913 校 399 校 228 校

主
任
者

職名別 司書教諭 21 6 3

教諭 798 378 188

その他 12 10 14

計 831 394 205

一校当平均 0.91 0.99 0.9

資格別 司書又は司書教諭の資
格のある者

106 54 34

各資格ない者 725 340 171

専任兼任の別 専任者 57 7 23

兼任者 774 387 182
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主
任
者
以
外
の
図
書
係
教
職
員

教員 司書又は司書教諭の有
資格者

65 43 18

各資格ない者 2,388 738 295

計 2,453 781 313

一校当平均 2.7 2 1.4

事務職員 司書の資格ある者 ― 11 7

司書の資格ない者 19 81 79

計 19 92 86

一校当平均 0.02 0.23 0.37

　司書教諭は資格の名称であり、学校には図書主任の教諭のほかに図書係教

員がいる。

　この調査は昭和 29 年 10 月 10 日時点の調査なので、國學院大學と立川市

共催の司書教諭講習で資格を取得した教員が含まれるかは判然としない。昭

和 29 年 8月に司書教諭講習が終了しているので、大学から文部省に報告が

あったとしても、直ちに調査に反映されるとはかぎらない。前述した昭和

27 年の調査よりも学校図書館の担当者（主任者、主任者以外の教職員）が

増加したことは明らかである。

　この調査では、教員の取得した資格に、図書館法による公共図書館の専門

職員の資格である図書館司書資格を含めている。図書館法は社会教育法のも

とにあり、学校図書館法は学校教育法のもとにあり、同じ図書館に関する法

律でも性質が全く異なる。前述したように講習規程で司書資格科目から司書

教諭資格科目へ読み替え科目があったので、司書資格を取得した教員もいた

と推し量ることができる。

　東京都教育庁指導部が行った『東京都公立学校学校図書館実態調査（昭

30.6.15 現在）』によれば、学校図書館が無い学校が小学校で約 17％、中学校

で約 12％あり、『東京都の教育　昭和 30年版』でほぼ 100％の学校に設置さ

れていると印象を述べられたのとは矛盾する。学校図書館法第3条で学校図
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書館の設置が義務となっても、実際には追い付かなかった。

表11．区郡市別の小学校実態一覧表（蔵書順に）
図書館施設 教職員

区・郡・市 回答校数 児童数 別棟 専用室 無 併用室 専任教
諭 事務員

千代田 13 10,898 11 2 1 1
中央 19 16,476 1 15 1 2 2
豊島 29 32,054 19 2 4 4 5 1
港 27 27,626 1 19 3 4 6
台東 28 32,226 2 22 4 3
文京 20 25,114 14 3 3 4
新宿 33 36,378 20 6 7 2
墨田 26 34,649 21 2 3 5
中野 23 31,323 6 10 5 2 2
目黒 20 28,088 3 15 1 1
練馬 23 21,967 3 7 4 9 1
足立 36 44,370 2 28 2 4 6
渋谷 21 24,419 3 8 4 6 2
大田 51 68,165 5 28 9 9 5
世田谷 46 60,047 3 20 7 16 2
荒川 26 29,492 2 16 5 3 5
杉並 30 34,509 2 19 5 4 3
江東 27 32,925 1 17 3 6 1
江戸川 31 32,761 13 10 8 1
品川 35 40,017 3 17 6 9
板橋 33 39,357 1 11 6 15
北 32 44,461 1 13 12 6
葛飾 35 39,506 18 13 4 5
（小計） 664 786,831 58 364 111 131 61 2
西多摩 22 12,874 16 1 5 2
南多摩 24 15,965 11 7 6 3
北多摩 42 31,442 24 12 6 4
（小計） 88 60,281 51 20 17 9
青梅 10 7,226 10
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調布 8 5,817 1 5 2 2
武蔵野 11 10,679 8 2 1 2
八王子 23 16,922 2 10 3 8 1
立川 6 8,105 1 4 1
三鷹 6 8,934 5 1 2
昭島 7 5,615 4 3
府中 7 7,235 3 2 2
（小計） 78 70,533 4 49 8 17 7
合計 830 917,645 62 464 139 165 77 2

表12．区郡市別の中学校実態一覧表（蔵書順に）
図書館施設 教職員

区・郡・市 回答校数 生徒数 別棟 専用室 無 併用室 専任教
諭 事務員

中央 10 6,146 7 1 2
練馬 12 9,196 4 3 5
千代田 4 5,119 1 4 2
杉並 19 16,515 1 9 3 6
豊島 11 13,660 7 1 1 2 1
目黒 11 11,713 1 8 1 1
世田谷 24 24,247 3 11 4 6 1
新宿 12 14,558 1 8 1 2 2
文京 10 10,719 5 2 3
渋谷 7 9,914 4 3
足立 17 19,604 13 1 3
台東 12 13,395 7 1 4
大田 19 27,734 1 12 1 5 1
港 10 10,445 6 1 3
品川 14 16,405 1 9 1 3
江東 13 12,514 10 2 1
葛飾 14 13,809 11 1 2
板橋 14 15,892 1 6 4 3
墨田 12 14,721 9 3
荒川 9 12,221 6 1 2
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江戸川 14 14,497 1 8 2 3
中野 10 12,291 2 4 3 1
北 14 17,393 7 3 3 2
（小計） 292 322,708 20 169 37 66 3 6
西多摩 15 5,842 10 1 4
南多摩 12 7,247 8 4
北多摩 16 13,330 12 4
（小計） 43 26,419 30 1 12
青梅 7 3,627 6 1
八王子 12 8,478 2 4 4 2
府中 3 2,951 2 1
武蔵野 4 4,467 2 2
昭島 2 2,278 2
立川 3 3,558 1 2
調布 2 2,285 1 1
三鷹 3 3,448 1 1 1
（小計） 36 31,092 4 19 7 6
合計 371 380,219 24 218 45 84 3 6

　この実態調査では「専任教諭」と「事務職員」を調査しているので、資格

の有無は調査されていない。そのため「専任教員」が司書教諭であるかは判

別できない。教員が司書教諭の資格を取得したとしても、校務分掌として発

令されない場合があるので、実態調査には現れなかったと考えられる。

８．國學院大學の図書館学

　『國學院大學百年史』によれば、大正9年4月 15日大学令による認可を受

けて、学則・諸規程を改正した。学則第十条の開設する講義の「丙種（三学

年間ニ一回開設スルモノ）」の一つに図書館学があった（27）。大正 12 年度に

図書館学の兼任講師として植松安が就任した（28）。植松安は大正3年東京帝

国大学文科大学の助教授兼司書官になり、大正 12 年9月の関東大震災で壊

滅的な被害を受けた東京帝国大学図書館の復興に尽力し、南葵文庫からの寄

贈にも関わった。昭和４年に台北帝国大学文政学部講師として赴任した。昭
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和 21年、台北から日本へ引き上げる船中で死去した（29）。

　昭和 7年度から昭和 12 年度まで和田万吉が教授として図書館学を担当し

た（30）。和田万吉は明治 29年に東京帝国大学助教授兼司書官となり、翌年の

明治 30年に図書館長に就任し、明治 43年に欧米に留学して帰国後、日本文

庫協会（日本図書館協会の前身）と文部省図書館員教習所の創設にも関わっ

た。7年には教授に昇進して、国文学の分野でも研究実績を残した。大小

12 年の関東大震災で東京帝国大学の図書館が焼失して、その責任を取って

辞任した（31）。

　太平洋戦争後の新教育制度の下で図書館の利用が重視されて、昭和 25 年

に図書館法、昭和 28 年に学校図書館法が制定されて、公共図書館・学校図

書館の専門職員の養成が始まった。國學院大學では昭和 27 年4月から図書

館学（4単位）を文学部に開講して、藤井貞文教授が担当した。三多摩地域

での司書教諭養成講習会の後は、学内において卒業生に対する司書教諭資格

取得の講座の準備を整えて、昭和 30 年９月から開講した。当初の担当は藤

井貞文教授（学校図書館通論・図書の選択・児童生徒の読書活動）、後藤豊

治教授（図書以外の資料の利用指導）、横山孝次郎講師（学校図書館の管理

と運用・図書の整理）、佐野大和講師（図書の整理）、深川恒喜講師（学校図

書館の利用指導）であった。深川恒喜は「学校図書館の手引」にかかわった。

昭和 34年度からは「公共図書館司書資格講座科目の充実を図るため」、放送

学、新聞学、社会学、レファレンスワーク・対外活動、図書館実務、図書館

史の科目を開設した（32）。

おわりに

　こうして日本の司書教諭養成が進んだが、制定当時の学校図書館法附則２

項の「学校には当分の間、第五条第一項の規定にかかわらず、司書教諭を置

かないことができる。」とあったために、学級担任・授業担任との兼務の司

書教諭ですら配置されない学校が多かった。

　しかしながら、一部の地域で専任司書教諭が配置された。昭和 32 年、愛
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知県立高等学校で定員外の専任司書教諭の6人配置が実現した。さらに昭和

34 年には9人の追加配置を勝ち取った。続いて、高知県でも昭和 34 年に小

学校3校、中学校4校、高等学校2校の計9校に専任司書教諭の配置を達成

した。昭和 35 年には徳島県で小学校1校、中学校1校に専任司書教諭の配

置を実現した（33）。愛知県県立高等学校での配置政策は昭和 41（1961）年に

終了し、高知県については 1970 年代までは雇用が存続していた（34）。徳島県

の事例のその後については不明である。

　昭和 35 年を初年度として三ヵ年計画で、東京都立高等学校において学校

図書館に勤務する学校司書のうち司書教諭の有資格者（教員免許を有し司書

教諭講習を修了した者 24 人）を対象に適性検査を実施して、第2年度・第

3年度は一般公募で配置を進めた（35）。しかし、昭和 38年に新採用は廃止さ

れたが、すでに雇用された者は存続された。この時の採用者が國學院大學と

立川市共催の司書教諭講習の修了者であったかは不明である。

　その後、平成9年の学校図書館法改正で、平成 15 年4月1日から 12 学

級以上の学校に司書教諭（学級担任・授業担任と兼務）が配置されることに

なった。昭和 30 年代に採用された専任司書教諭が定年退職を迎える時期に

当たり、兼任司書教諭と入れ替わることとなった。
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